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Summary
　There are some municipalities providing the paid garbage disposal service and others providing 
the free service in Japan. What is the difference in incentive between those with the paid service 
and with the free service? This paper examines the difference in policy making of municipalities 
for garbage disposal service in terms of the incentive. The analysis result shows that revenues 
to be secured and coordination with the surrounding municipalities are the incentive for the paid 
service rather than an approach to environmental issues.
1．問題意識と研究目的
地方自治体は今日、中心市街地の活性化や住・生活環境の改善、少子高齢化による新たな行政ニー
ズへの対応などさまざまな課題に直面している。これらの問題を解決に導くためには、中央集権型
の意思決定から脱却し、分権型の意思決定へと移行する必要があるだろう。近年では、地方分権・
地域主権に関する議論が盛んに展開されている。
分権型社会へ向かうこうした動きのなかで、地方自治体は今、これまで以上に高い政策の企画な
らびに立案、施行（以下、政策決定）の能力を身につけることが求められているといえよう。財政
運営に関して、 いっそう重い責任を負わなければならないことはいうまでもない。なかでも都市は、
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地域の政治、経済、社会そして文化の中心として、ますます重要な役割を担うことになると予想さ
れる。
このような背景のもとで、地方自治体の政策決定に関する研究も重要性を増してきていると考え
られる。したがって本研究では、地方自治体の政策決定におけるインセンティブを実証的に解明す
ることを目的とする。具体的には、生活系ごみを分析対象とし、収集・処理サービスにおける有料
制の実施状況と環境問題への対応や事業経費を賄うための財源確保、周辺自治体の動向などの要因
との関係について検証する。
ここで、地方自治体の政策決定におけるインセンティブを検証するにあたり、生活系ごみの収集・
処理サービスを分析対象として選択することには合理的な理由がある。衛生上の問題もあり、古く
から市町村の責任とされてきた生活系ごみの収集・処理サービスでは、有料制の実施状況をはじめ
として、分別数や収集方法、収集頻度などにおいて政策の多様性をみいだすことができる数少ない
行政サービスのひとつである。実証分析を行うためにはデータが散らばっていることが求められる
が、地方自治体の裁量の幅が大きくないわが国において、その政策決定のインセンティブを探るに
はもっとも適した分析対象といえるだろう。
本稿の構成は次のとおりである。第 1 節では本研究の問題意識と研究目的について既に述べた。
第 2 節では先行研究のサーベイを行い、本研究の位置づけを明確にする。第 3 節では質的選択モデ
ルを用いて実証分析を行い、生活系ごみの収集・処理サービスにおいて有料制を実施する市町村の
インセンティブについて検証する。第 4 節は結論と課題である。
2．先行研究のサーベイと本研究の位置づけ
国・地方を問わず財政が危機的状況にあるなかで、また地方分権・地域主権に関する議論が活発
さを増すなかで、地方自治体の政策決定におけるインセンティブの検証も重要になりつつあるとい
えよう。しかし、中央集権型のわが国では地方自治体の裁量の余地が限定的であり、それらに関す
る先行研究、とくに実証研究はそれほど多いとはいいがたい。
これまで、地方自治体の政策決定におけるインセンティブの検証は、財政状況や社会的要因との
関係で議論されてきた。たとえば、山下（2001）は質的選択モデルを用いて、市町村の法人住民税
における超過税率の採否について検証している。そこでは、昼夜間人口比率が高く地方税における
応益性の実現を意図する市町村や、財政力指数がある程度高く首長が裁量権を発揮しやすい市町村
で超過課税は実施される傾向にあるとともに、周辺地域の大勢に影響され横並びの傾向が強いこと
が示されている。
ところで、生活系ごみの収集・処理サービスにおいて有料制を実施する市町村のインセンティブ
が環境対策ではなく、むしろ財政負担軽減にあるのではないかという疑問は以前よりたびたび指摘
されてきた。生活系ごみの収集・処理サービスにおいて有料制を実施するにあたり、たしかに市町
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村には主に 2 つの政策目標がありそうである。ひとつは環境問題への対応、すなわちごみ減量やリ
サイクル促進であり、もうひとつは有料化によって期待できる手数料収入、すなわち新たな財源の
確保である。しかし、この点に関して実証的に解明を試みた研究は、筆者が知る限り中村（2001）
と中村（2008）のみである。
これらの研究では、生活系ごみの収集・処理サービスにおける有料制の実施状況を被説明変数と
して、生活系ごみの排出量やリサイクル率、都市化の度合いなどの要因がどの程度寄与しているか
を検証している。本研究でもこれらの研究にしたがい、同様のモデルを構築して、生活系ごみの収
集・処理サービスにおいて有料制を実施する市町村のインセンティブについて検証を試みる。
たとえば、生活系ごみの排出量やリサイクルの状況に関する説明変数を用いて実証モデルを構築
することで、有料制を実施する市町村のインセンティブが環境問題、すなわちごみ減量やリサイク
ル促進といった政策目標にあるのかどうか検証できるだろう。一方で、財政状況に関する説明変数
を実証モデルに組み込むことで、有料制を実施する市町村のインセンティブが財政問題、すなわち
ごみ処理事業経費をまかなうための新たな財源確保という、おそらく暗黙の政策目標にあるのかど
うかを検証できそうである。
また、市町村の特性や都市化の度合いに関する説明変数を用いて分析することで、分権型社会に向
けた歩みのなかで、有料制の実施という政策決定のイニシアティブははたしてどのような市町村が
とっているのかも検証できるだろう。それとも中央集権型のわが国では、生活系ごみの収集・処理サー
ビスに関わる政策までもが横並びなのだろうか。周辺の市町村における有料制の実施状況に関する
説明変数は、こうしたことも教えてくれそうである。実際、Case et al.（1989, 1993）やBeslay and 
Case（1995）では、住民が他の地方政府の政策を参照しながら自身の地域の政府のパフォーマンス
を評価し、選挙などを通じて影響を与えるヤードスティック競争について検証している。
3．実証分析
（1）分析手法
生活系ごみの収集・処理サービスおいて有料制を実施する市町村のインセンティブを解明するた
めに、本研究ではプロビット・モデルを用いて次式の推定を行う。
　　　　　　　　　　　　　yi =Xiβ+εi 　　ただし、yi =
1 　有料制実施
0 　無　　　料
ここで、各記号の意味は次のとおりである。
yiは被説明変数であるが、生活系ごみの収集・処理サービスにおいて有料制が実施されている場
合に 1 をとり、それ以外（すなわち、無料）の場合に 0 をとるダミー変数である。ただし今日、生
活系ごみの収集・処理サービスではほとんどの市町村において分別が義務付けられている一方で、
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分別方法（分別数）は市町村ごとに定めが異なること、また有料制といってもいくつかのタイプが
存在しておりやはり市町村ごとに異なるタイプが選択されていることに注意してほしい。たとえば、
環境省から公表されている『一般廃棄物処理事業実態調査（平成22年度実績）』では、 次のようにデー
タが整理されている。
ごみはまず、「混合ごみ」、「可燃ごみ」、「不燃ごみ」、「資源ごみ」、「その他」、「粗大ごみ」に分
類され、さらに「資源ごみ」は、「紙類」、「金属類」、「ガラス類」、「ペットボトル」、「プラスチッ
ク類」、「布類」、「生ごみ」などに細分化されている1。またこれらの分類それぞれについて、収集・
処理サービスが有料で行われているか、それとも無料で行われているか、また有料の場合には料金
の徴収方法は「単純従量型」なのか、「多段階従量型」なのか、「定額型」なのかなどに整理されて
いる2。
たしかに、市町村の政策決定ひとつひとつにはそれぞれの理由があるのだろう。しかし実証分析
によって、 すなわち一般法則として、地方自治体の政策決定におけるインセンティブを検証するには、
これらのデータはあまりにも細分化され過ぎている。そこで本研究では、 ［モデル 1 ］可燃ごみ（可
燃ごみについて有料制を実施している場合に 1 をとり、その他の場合に 0 をとるダミー変数）、［モ
デル 2 ］不燃ごみ（不燃ごみについて有料制を実施している場合に 1 をとり、その他の場合に 0 を
とるダミー変数）、 ［モデル 3 ］資源ごみダミ （ー後述）それぞれについて実証分析を行うこととする。
とくに資源ごみについてはさらに細分化されていることから、［モデル 3 − 1 ］資源ごみ（市町
村の定めた資源ごみに分類されるごみの 1 種類でも有料制を実施している場合に 1 をとり、その他
の場合に 0 をとるダミー変数）（以下、資源ごみ〈 1 種類でも〉）、［モデル 3 − 2 ］資源ごみ（市町
村の定めた資源ごみに分類されるごみの過半数以上で有料制を実施している場合に 1 をとり、その
他の場合に 0 をとるダミー変数）（以下、資源ごみ〈過半数以上で〉）の 2 つのケースについて検証
することとする。なお、粗大ごみについては、ほとんどの市町村で有料制を実施していることから
今回の検証からは割愛する。
一方、Xiは観察される説明変数群であり、 1 人 1 日あたりごみ排出量（単位：kg）、リサイクル率
（単位：−）、財政力指数（単位：−）、産業構造（第 3 次産業人口比率をベンチマークとして、第
1 次産業人口比率と第 2 次産業人口比率を使用）（単位：％）、人口密度（100万人／ km2）あるい
は大都市制度ダミー（政令指定都市（単位：−）、中核市（単位：−）、特例市（単位：−）、町村（単
位：−））、周辺自治体動向ダミー（単位：−）である。
ただし、次の点に注意してほしい。近年の市町村合併によって、人口密度が都市化の度合いを表
す変数として十分ではない可能性がでてきたことから，大都市制度ダミーはこれを補完するものと
 
1 　『一般廃棄物処理事業実態調査（平成 22 年度実績）』では、 「資源ごみ」は「紙類（紙パック、紙製容器包装を除く）」と「紙
パック」、  「紙製容器包装」、「金属類」、「ガラス類」、「ペットボトル」、「白色トレイ」、「容器包装プラスチック（白色トレ
イを除く）」、  「プラスチック類（白色トレイ、容器包装プラスチックを除く）」、  「布類」、  「生ごみ」、  「廃食用油」、 「剪定枝」、
「その他」に分類されており、それぞれについて、各市町村における収集・処理サービスの実施の有無、さらに有料制の実
施状況と料金徴収型が示されている。
2 　『一般廃棄物処理事業実態調査（平成 22 年度実績）』では、有料制のもとでの課金システムは「単純従量型」と「多段階
従量型」、「超過量従量型」、「負担補助型」、「少量定額・多量従量型」、「定額型」、「その他」に分類されている。
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して用いている（推定結果を示す際に、説明変数に人口密度を用いたモデルはいずれも（ 1 ）、大
都市制度ダミーを用いたモデルはいずれも（ 2 ）とする）。また周辺自治体動向ダミーは、 可燃ごみ、
不燃ごみ、資源ごみ〈 1 種類でも〉、資源ごみ〈過半数以上で〉のそれぞれについて、都道府県内
の市ならば市、町村ならば町村における有料制の実施率が過半数を超える場合に 1 、それ以外の場
合に 0 をとるダミー変数である。
使用するデータは、2010年度のクロスセクション・データであり、各推定式の観測数はそれぞれ
上記データがすべてそろう1,726、1,726、1,714、1,714市町村である。なお、各変数の概要とデータ
の出所ならびに記述統計量はそれぞれ図表 1 と図表 2 にまとめてある。
図表１　各変数の説明
変数名 単　位 概　　　要 出　所
有料制実施ダミー 課金型に関わらず， 実態調査
　可燃ごみ ダミー  ・可燃ごみの有料制を実施＝1，その他＝0 〃
　不燃ごみ ダミー  ・不燃ごみの有料制を実施＝1，その他＝0 〃
　資源ごみ〈1種類でも〉 ダミー  ・ 資源ごみのどれか 1 種類でも有料制を実施＝1，その他＝0 〃
　資源ごみ〈過半数以上で〉 ダミー  ・ 資源ごみの過半数以上の種類で有料制を実施＝1，その他＝0 〃
1 人 1 日あたりごみ排出量 kg ／人日
 注 1
〃
リサイクル率 - 〃
財政力指数 - - 決算状況
産業構造
　第 1 次 ％ - 〃
　第 2 次 ％ - 〃
　第 3 次（ベンチマーク） ％ - 〃
人口密度 100万人/m2 国勢調査人口（2010 年）／総面積　 注 1 〃
大都市制度ダミー
　政令指定都市 ダミー 政令指定都市＝1，その他＝0 -
　中核市 ダミー 中核市＝1，その他＝0 -
　特例市 ダミー 特例市＝1，その他＝0 -
　町村 ダミー 町あるいは村＝1，その他
周辺自治体動向ダミー 各都道府県内の市ならば市において、町村なら町村において、 実態調査
　可燃ごみ ダミー  ・ 過半数以上で可燃ごみの有料制を実施＝1，その他＝0 〃
　不燃ごみ ダミー  ・ 過半数以上で不燃ごみの有料制を実施＝1，その他＝0 〃
　資源ごみ〈1 種類でも〉 ダミー
 ・ 過半数以上で資源ごみ〈1 種類〉の有料制を実施＝1，
   その他＝0
〃
　資源ごみ〈過半数〉 ダミー
 ・ 過半数以上で資源ごみ〈過半数〉の有料制を実施＝1，
   その他＝0
〃
注 1：推定結果の係数表示の都合上、統計書に掲載されている単位を変換している。
注 2： 実態調査は『一般廃棄物処理事業実態調査』（平成 22 年度版）、決算状況は『市町村別決算状況調』（平成 22 年度版）を
 　　  意味する。
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図表 2 　記述統計量
変数名 単　位 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
有料制実施ダミー
　可燃ごみ ダミー 1,750 0.569 0.495 0.000 1.000
　不燃ごみ ダミー 1,750 0.447 0.497 0.000 1.000
　資源ごみ〈 1 種類でも〉 ダミー 1,738 0.319 0.466 0.000 1.000
　資源ごみ〈過半数以上で〉 ダミー 1,738 0.181 0.385 0.000 1.000
1 人 1 日あたりごみ排出量 kg ／人日 1,726 0.896 0.273 0.241 4.994
リサイクル率 - 1,726 0.223 0.129 0.000 1.000
財政力指数 - 1,727 0.529 0.312 0.050 2.550
産業構造
　第 1 次 ％ 1,750 12.453　　 10.686　　 0.000 77.900　　
　第 2 次 ％ 1,750 27.700　　 8.280 1.300 52.900　　
　第 3 次（ベンチマーク） ％ 1,750 59.056　　 10.313　　 20.500　　 93.000　　
人口密度 100万人／m2 1,726 8.633 17.466　　 0.016 140.200　　
大都市制度ダミー
　政令指定都市 ダミー 1,750 0.011 0.104 0.000 1.000
　中核市 ダミー 1,750 0.022 0.148 0.000 1.000
　特例市 ダミー 1,750 0.023 0.149 0.000 1.000
　町村 ダミー 1,750 0.538 0.499 0.000 1.000
周辺自治体動向ダミー
　可燃ごみ ダミー 1,750 0.610 0.488 0.000 1.000
　不燃ごみ ダミー 1,750 0.458 0.498 0.000 1.000
　資源ごみ〈 1 種類でも〉 ダミー 1,750 0.271 0.445 0.000 1.000
　資源ごみ〈過半数以上で〉 ダミー 1,750 0.051 0.221 0.000 1.000
（2）推定結果と解釈
推定結果は図表 3 に整理してある。説明変数それぞれについて、推定によって得られた結果を確
認しつつ解釈を述べていきたい。なおここでは、主にモデル 1 〜 3 の（ 1 ）について論じていくこ
ととする。
1 人 1 日あたりごみ排出量についてみると、いずれのモデルにおいても負の有意な結果（モデル
3 − 1 と 3 − 2 では有意水準 1 ％、モデル 1 では有意水準 5 ％、モデル 2 では有意水準10％）が得
られている。環境問題への対応という政策目標を市町村がもっているならば、それはさらに事業経
費の削減という副次的な効果も期待できることから、 1 人 1 日あたりごみ排出量が多い市町村ほど
ごみ減量のために有料制を実施する傾向にあると考えられるが、ここではそのような結果は得られ
なかった。このような結果が得られた理由は、 1 人 1 日あたりごみ排出量という説明変数が市町村
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の有料制実施インセンティブをあらわす以上に、むしろ逆の、つまり有料制を実施している市町村
でごみ減量効果が発揮されている現状3を反映しているからであろう。
リサイクル率についてみると、 いずれのモデルにおいても有意な結果は得られていない。やはり、
環境問題への対応という政策目標を市町村がもっているならば、リサイクル率の低い市町村ほどリ
サイクル促進のために有料制を実施する傾向がみられると考えられるが、そのような関係をみいだ
すことはできなかった。
財政力指数は、いずれのモデルにおいても負の有意な結果（いずれも有意水準 5 ％）が得られて
いる。このことから、有料制を実施することで得られる新たな財源に期待する必要が低い、財政力
の高い市町村ほど有料制を実施していない傾向があることを意味しているといえるだろう。逆にい
えば、財政力の低い市町村ほど有料制を実施している傾向がみいだせるわけだが、市町村の財政状
況によっては有料制を実施するインセンティブに環境問題への対応とは異なるものが含まれている
可能性が指摘できよう。
産業構造についてもみてみよう。第 1 次産業人口比率についてみると、モデル 1 でのみ負の有意
な結果（有意水準 5 ％）が得られているが、他のモデルでは有意な結果が得られていない。第 1 次
産業人口比率が高い市町村において可燃ごみの有料制は実施されているが、他のごみについてはそ
のような傾向は認められないことがみてとれる。第 2 次産業比率についてみると、いずれのモデル
においても負の有意な結果（モデル 3 − 2 のみ有意水準 1 ％、その他のモデルでは有意水準 5 ％）
が得られている。第 2 次産業人口比率が高い市町村では、可燃ごみのみならず、不燃ごみや資源ご
みの有料制も実施されていない傾向があることがわかる。
都市化の度合いをあらわす人口密度について確認すると、いずれのモデルにおいても負の有意な
結果（モデル 1 のみ有意水準 1 ％、その他のモデルでは有意水準 5 ％）が得られている。このこと
から、都市的な市町村よりもそうでない市町村の方が有料制を実施している傾向にあることがわか
る。ただし近年の市町村合併、いわゆる「平成の大合併」が行われたことによって市町村の人口と
面積が拡大したため、人口密度という説明変数が以前ほど都市化の度合いをあらわす指標として適
切ではなくなりつつあるだろう。
そこで、より詳細な分析結果を提供すべく用意した大都市制度ダミーについても確認しよう（各
モデルの（ 2 ）をみてほしい）。政令指定都市ダミーでは、 モデル 1 とモデル 2 で負の有意な結果（い
ずれも有意水準 5 ％）が得られているが、モデル 3 − 1 とモデル 3 − 2 では有意な結果が得られて
いない。中核市ダミーでは、モデル 1 とモデル 2 、モデル 3 − 1 で負の有意な結果（モデル 1 のみ
有意水準 1 ％、モデル 2 とモデル 3 − 1 は有意水準 5 ％）が得られているが、モデル 3 − 2 のみ有
意な結果が得られていない。これに対して特例市ダミーでは、いずれのモデルにおいても有意な結
果が得られていない。また町村ダミーでは、モデル 2 で負の有意な結果（有意水準 5 ％）が得られ
 
3 　ごみ減量やリサイクル促進に効果のある政策については、笹尾（2000）や碓井（2003）、中村（2004）、中村他（2007）
を参照せよ。また、2000 年以前の先行研究の包括的サーベイは、山川・植田（1996, 2000）が詳しい。
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ている一方、モデル 3 − 2 で正の有意な結果（有意水準 5 ％）となっている。
財政問題としての有料制実施インセンティブについては、すでに財政力指数によって説明ずみで
あるとすると、都市的な市町村ほど、とくに政令指定都市や中核市のような大都市ほど、多くの多
様な人口を抱えることから政策決定のための合意形成に困難がともない、有料制を実施していない
傾向にあるとは考えられないだろうか。
さいごに、周辺自治体動向ダミーについてみると、 いずれのモデルにおいても正の有意な結果（い
ずれも有意水準 1 ％）が得られている。古くより市町村の裁量に任されてきた部分がある生活系ご
みの収集・処理サービスでさえも、有料制を実施する際、市町村は周辺市町村の動向というものを
意識している可能性がありそうだ。
4．結論と残された課題
冒頭でも述べたように、地方分権・地域主権に向けた動きが進展するなかで、地方自治体の政策
決定に関する研究の重要性も高まってきているといえる。そのため本研究では、生活系ごみを分析
対象とし、収集・処理サービスにおける有料制の実施状況と環境問題への対応や事業経費を賄うた
めの財源確保、周辺自治体の動向といった要因などとの関係について検証した。
推定結果からは次のことが明らかとなった。
市町村は環境問題への対応、すなわちごみ減量やリサイクル促進という政策目標を実現するため
に有料制を実施しているとはいえない。 1 人 1 日あたりごみ排出量では有料制の実施によるごみ減
量効果の影響の方がむしろ大きくあらわれていたとともに、リサイクル率では有意な相関がみられ
なかった。一方、市町村はごみ処理事業経費をまかなうための新たな財源確保という、おそらく暗
黙の政策目標を実現するために有料制を実施している可能性がある。そのことは、財政力指数にお
いて負の有意な結果となってあらわれていた。
また都市的な市町村ほど、とくに大都市ほど有料制の実施には消極的な傾向もみてとれた。それ
は、人口密度や大都市制度ダミーにおいて負の有意な結果となって示されていた。そしてやはり、
周辺市町村の動向も重要な要素であることが示されていた。周辺自治体動向ダミーでは正の有意な
結果が得られていた。
これらのことを総合すると、生活系ごみにおける有料制の実施という政策決定は、決して環境問
題への対応という政策目標を実現するためになされているわけでもなければ、大都市によってリー
ドされてきたわけでもないといえそうである。むしろ、厳しい財政状況に直面した市町村がごみ処
理事業経費を削減するために、さらには新たな財源として手数料を確保するために有料制を実施し
はじめ、それが市町村間で相互に参照されながら徐々に広がってきた可能性がある。
実証分析によって上述のような視点を提供したことは本研究による重要な貢献である一方で、改
善すべき課題も残されている。最後にそれらをまとめて本稿を締めくくりたい。
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ひとつは実証モデルの精緻化である。地方自治体の政策決定は過去からのさまざまな状況ならび
にたくさんの議論の過程を経て実現されるものであるが、本研究ではクロスセクション・データを
用いて分析しており、この点について配慮できているとはいえないだろう。もちろん実証モデルの
精緻化を図るうえでは、地方自治体の政策決定に関する理論的枠組の構築も不可欠であるが、本研
究ではこの点についても十分に明示できていない。また本研究では、生活系ごみの有料制の実施状
況について検証したが、分別数や収集方法、収集頻度なども分析対象となり得るだろう。
 （なかむら　ただかつ・本学地域政策学部准教授）
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